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2()10年 7月 14日

わが国の産科医療の現状からみた出産育児一時金制度改革の方向性

社団法人 11本産科婦人科学会 。医療改革委lt会

委員長 海野信也  (北Чl大学医学詢∫産婦人科教授 )

産科医療の現状 :

分娩取扱状況  1,087,210111生 (2008年 ) :分娩の
｀
卜数以 11は民出l分娩 1専門施設で夕t当

557.9('7111/li(51%)486/施 設 112/1'(白 ,

52()(;1)3111/L(48%)3:,3/施設 21(,/1ケ :白 ,

1).1)(;8出 」i( 1%) 22111イ li//方値:貸

(ア )1)jl塊 1,12(;方位:受 |{白「 41)81名

(イ )イ∫,(1診方卜llli 1 441方値「貸レ
`白

「 24()1)イ I

(|'1宅 分娩は 0.2%)

● 都i澁府嚇tll11の ばらつき

'  
診療 1'i分娩υ)割 合 25%―-7211/0

> 施設あた り1日生数 病院 2H‐ 8()5 診療サリil:35‐ 512

2.分娩l反扱医療機 1周数の変化 :分娩施 ,没は急速に減少 し妊婦のアクセスが悪化 している

(ア)病院

(イ )イ「1木 liクリ1(l li

171)('(11)1):3イ 11)-112(;(2()()8年 ):38%力 :支

241)0(11)1):3イ 11)-1441(2()()8イ 11) 42%ル文(|‖ノ11数の減ノ1/Nは 8%)

イ∫床 l珍療所勤務医師の年齢構成

25‐ 21):3()・ :3435‐ :〕 ()40‐ 44/15‐ 41)50‐ 5455‐ 51)(,()‐ (;4(;5‐ (;1)70‐ 7475‐ (lt)

riィ千者

全体

() :も    :38   104  2()13 244   13()1  2:〕8   J40  108   141

2    11)  122  207  :30(;  1327  :〕 44  2(;4   158  121)  2:31

多)娩 1反扱 li多療 |]iに相当数の働きt権 りの年齢υ)院長 :分娩llx扱利米続グ)展望

分娩取扱 !診療所の新規開業数 :ゼ ロに illかったが徐々に111加 (|{会調査 )

2(200(,イ 11)一→13(2007イ 11)一→8(2()08イF)-14(2001)イ 11)

分娩取扱診療ナリ子は中り切的には地域分娩環境確保に役割を果たしうる。

産婦人科 1欠の変化 : 医師全体の数が増yJl!す る中で、産婦人科は絶対数がりlらかに減少

(ア )勤務産婦人科医数 H、 31)1(11)1)4年 )-1().311)(2(X)8年 )1)%減 (|ズ制i全体は 21〕%増 )
● ・llll院勤務医  6.612(11)1)4年 )-5.964(2(X)8年 )1()%減 (医師全体は 22%J曽 )
● li多療所勤務 |ウ1 4.77()(191)4句 1)→ 4.425(2()08年 ) 7%減 (医師

`ヽ

体は 2(%増 )

(イ )年齢層別産婦人科女性医師の割合 (2()()4年 |ズ師調査)

25‐ 2() :30‐ 34:35‐ 131)40‐ 4445‐ 41)50‐ 5455‐ 51)(,i社 )

(;〔;%  47% :3()% 220/0 12° /。  8% 7%

●

　

●



(ウ )産妬:人科女性医師の分娩取扱率 (学会 2(X)7年調査)

研修開始 15年後の分娩取扱施設勤務率 男性 80%女性 52%

(工 )産婦人科新規 1専門医 (医師 6年 同)が 5年後に「希望する」勤務形態

非常勤又はパー ト 男性 :2% 女性 :240/0 (学会 2()()〔)年アンケー ト調査)

4.勤務状態 :産婦人科病院勤務 |えの月間在院時‖l調査(2008年 )

(ア )当「|:体‖:」のソ

',院

 295+/‐ 611時間 (n=364:最 高 428日寺問)

(イ )大学り,i院    312+/‐ 74時 |‖](11=182:最 高 5()5時間)外 勤先勤務時間を含む

● 病院の勤務環境と増加した女性 |べ師の要望との間の不適合→分娩施設での継
続的就労lAl難→現場離脱者の増加  ワークフォース確保の日処 アヽたず

● 病院産九1人科は勤務環境確保のための集約化・大規模化が必要な状況
● 病院の地域分娩環境確保に果たす役割は不透りl

5.医療水4た と1死療紛争 :周産り切lκ療は llt界最高水 4ただが ()つ と{)医療訴訟が多い。

(ア )川産期 |べ療水4t  ll  (́ 英 ク、 独  伊 Sw()(loll
● り.司′なリリ|タピ亡'ネi 2.9 (;`8 8.5 11.1 5.6 5.1 4.3(28週 上ス降クピ,Iで「「算)
● 妊産九l死 亡

'ネ

i 3.6  18.4(;.7 5.3(,1 51 59

(イ )抄:師 1()()()人あたりの医療 :ワ :訟件数 (2(XX,イ 11)外科系と内ri系にりlらかな差

● 産妬l人科 1:37、 形成外 i・1105、 外f18.7、 幣形外千16.3、 泌尿器イ1:)9
●  |ソ 不ヽ|13.(;、  lliれ ,千 12.(,、 り支ム町千124、  /1ヽ りこイヽ12.2

6.新規専攻者の動向

(ア )外科系 :キ攻者の著減 :2(X)2‐ 2(X):3イ 11と 比較して臨床樹1修制度 |)‖始後、2(XX,‐ 2(X)7

年の外科系学会新規ギ「攻者は 25%減少.llil復傾 1向が認められていない。

(イ )産婦人科 :卒業年度号|IH産九1学会人会者数は、2(X)4年卒の 327夕12()07イ li卒の 4()2

夕1-と 漸l曽 (23%よ中|)171九 1人科はようやく底打ち感が出てきている。

7.周産期救急の状沙ι

(ア )NI(〕U不足-1サ体搬送受人困 iAill・事例の多発→ 「たいいll,|し」

● 影響 :「救急受人不能」の ll常化 本11の緊急症例に対応できない。広域搬 i基
● 背景 :NI(〕U病床数イ〔足 。後方病床の米整備・新Jl児科医イ(足・看護師不足

(イ )l・l体救命救急体制の米4整備

● 一般の救命救急システムとの連携の欠女||
● 背景 :縦割り行政、縦害Jり |ズ療体制

(ウ )産婦人科一次二次救急医療体制の米整備



8.助産師の動向

(ア )勤務助産師数 :病院 14100名 (年鵬140件 )、 診療所 4100名

● り
':1坑

の助産師が過乗」とはが1底考えられないので、診療所だけで約 8()()()人 の1カ

産師が不足している(.

(イ )助産師養成数 :午 li15](,()()‐ 18()():イ1.増加対策を実施中

9.ま とめ

(ア )ft科領域は現状では高い|三療水準が達成されているが、産婦人科 |りこの絶対数が減

少するととt♪ に、若年j軒 で女性 |ク1師の割合が増加、中途離脱者が増力||した結果、

持続困難な状態に陥つているぃ

(イ )属 :1人|は、高い紛争リスクに力||え、きわめて過酷なlJll」務条件のために女性医師の継

続的就労が1木1難であること。 (外科系は基本的に ,1質の|1尋題を抱えている)|、十に病

1眈

'I九
1人 flは安定にはほど遠い状′1/Lにル)る .

(ウ )分娩施設は減少を続けてしヽるが、病院と診療サ
'千

の分娩が
｀
lt々 という状 r7L、 民||ll産

科噂||:1施 設が半数以上の分娩を取り扱っている1人況は不変cこオl′はわが国の特殊
'Friであり、妊妨(分娩グ)|"り芝と||'1接 関係 している。

(こ
1■ )民 1綺施1役は '|「 業の継承の|IIl題がある.,地域分娩環境を、民|11産科施設を中心に確

保するためには安定的な新規参人が必要()

(プ )分娩1収扱への新規参人を促進するための経済的制度的安定化が必要

(力 )周産り明救を、は、 |り :り1(資源グ)絶対的イ(足 とシステヱ、米1盗何青のた〆)に機能不4ヽを起こ

しており、抜本的テコ入れ′が,∠、要.)

Iζ:現在実施中の産科川産り切医療 11∫建策

1 新規産婦人矛1コ与攻医の増加策  (一定の効果)
(ア )学会 :サマースクール (|ク

`学

ノ
li。 初期研修医対象

(イ )政府 。IJ 7f)体 :医学rに 。初j期寄F修医奨学金、後期研修医研修奨励金、初期用F修医・

産科小児科コース

2.現場の医師の待遇改 iキ  (効果はこれから)

(ア )政府・白治体・病 1院 :分娩 f‐当

(イ )ハイリスク分娩1守理加算等への1矢師勤務環境要件の付′チ

3.地域分娩環境の確保  (効果はこれから)

(ア )診療報醜l lrl′ (ミ「14伸 i

(イ )|(療紛争リスク軽減 :産科 |べ療補償制度への補助 1件 3万 11](年 1用 3(X)億円)
(ウ )地域川産期|{療体制整備

① 都i菫府県 :周 産り切医療体市1整備指針の改定
② 用産期 |サ子医療センターの整備お .よ び運′二1補上りJo NICU l憎・後方病床1浩備



(工)助産師増加策 :助産師養成施設への補助

4.お産をする人の負担軽減+分娩施設への経済的支援  (有効 )

(ア)出産育児一時金ナ憎額 30万 円→(2()0(;年 1()月 )35万円→(20()1)年 10月 )39万円

(イ )女1婦健診への補助金増額 年 |‖1900億円

C:出産育児一時金直接支払い制度の問題点                           .
1.制度のスキーム :

(ア )こ れまで :産婦は分娩選院時に分娩費用の企額を支払う。出産育児一時金は出産      
・

後、産婦からの中請に基づいて支給されていた。支給まで、産婦側が負押1してき

た。

(イ )今後 :分娩費ル1の内、||1産 育児一時金相当淑
`分

は、保険者
^から支給されるまでの

期‖||、 //JN娩施設が負オllすることになる。′准九1luのイtlltは 1雌減さオLる 。

(ウ )こ の制度変更では、IJおよび保険者には新たな

`t押

1は生じない。

2. 負lllσ )イ(クヽ`14性

(ア)産婦側は自らの分娩について一 ||キ的な負111を行つていたのに対し、この市1度では

分娩施設が恒常的に

'1■

lし続けることになる(,零細施設にはlllirえ 難い負担となる。

(イ )分娩施設にはこのイt担を被るllll山 がない。産 l々側の負|」 1は軽減されるが、分娩施

設側の負担軽減策は全くi社 じられていない。

(ウ )保険者が支給を I占める、|‖がそのための補助を行う等の措置が行われれば、負担

を分娩施設との1樹で分 11‐ lすることになる (二方―ILi損)が、そのような‖1置は全

く検討されていないc    .
(工 )分娩施 li文がこオtまで不)11に利益を得ていた

′
や)の ||り題があるのであオしば、ll解でき

ないこと1)ないが、その .kう な問題は発生していない。

(オ)分娩施設の急速な減少に、kり 、地域分1免環境のlilli保が大きな政策「,t題 となってい

る。分娩施設の11業継続および新規参人l憎が強く求められている|11で、この施策

は、分娩取扱への意欲低下をもたらす t)のである。

(力 )こ れはきわめて片手落ちの不公平な制度である。

3.最終的に誰が負担することになるか

(ア )こ の施策により、本年度、分娩施設全体で約 5()〔)億 11]の減l枚 (平均 2ヶ月遅延と

すれば、企分娩 108万 として約 750億ド]。 これまで 2()%程度は代llll受領制度で既      .
に遅延支払となっていたためその分を差し引いて約 50()億 円)と なる。これに未

1カ争にかかる税負担がさらに追加さオtる 。

(イ )こ の負担に耐えられない施設は有利 ■負債を抱え)△む。

(ウ )最終的には、分娩費用に転嫁されざるをえないので、お産をする人が余分に負担

することになる。

4.ど うすればいいか



(ア )こ の制度は不公正、不公平なので、制度設計をや り直す必要がある。

(イ )分娩施設が介在 して、事務手続き代行等を行 う合理的理由がない。

(ウ )//T婦がより早く一時企を受け取 り、出産4L備 に活用できる制度 とすべきである,・

(工)市 1度導入を一時凍結 して、一時金のさらなる増額とともに、より公 |`こで、現場に

負押lをかけない制度として施行されるべきである。

D:出産育児一時金の

“

|[接支払い制度導入後の状況

1.れiれ L医療機構の副1資状況 (2()10年 7月 2H現在 )
(ア)198施設に 48億 8700万  融資
(イ )18方極「交に 3イ意1)200万  21Lilお |11

(ウ )142施 |:貨から融資の具体的相談 :う ち(2月 26日 現在で)少なくとも 30施設は他機

関か「,融資を受けたて′ (全分娩施設の約 10%は現に融資を受けている)

2.茨城りitの分娩医療機 1月 42施設の状況

(ア )糸准ギ|′、の影イ
`「

なし 8

(イ )経営ヘグ)影響イ「り lr卜 金で対応 22

(ウ )経営へυ),I夕響イ∫リ イ|キ金で外i応  12(約 3()%)で借金が必要)
金額 : 5(X)0万円 1 4(XX)万 円 2 1〕 ()()0万 PJ 2

2()()()ノ J円  3 15()()ノ∫円 1 1()()0万 llJ l

5()()万 1ヨ  2 合計 2億 85(X)万 1弓
3全 分娩施設の 10‐ t30%が 、運 1ケ1資 金融資が′Z、要な状況に陥ったと考えられる

● 国産九l学会「産婦人科 |ク:療改山tグランドデザイン 2()1()」 の考え方
● グランドデザインにおける日標
>  2{)イ ト後、 1,0カ う)ク免に対応づ

~る
。

ル  J.い tで分晩場サリ「力{確 1果 きオtている。
> lij院 におい‐こ労働間i ll法令を連

′、1:し た |ク
`師

υ)勤務条件が確保されている。
レ  女11:レin,が そのライフ1,｀イクルに力Lミ じ/し勤務形態で胤11統的に就リタすることが「」能に
なっている、,

″ 17r婦 人「11'1及び助産師イ(足が発生していなし、
>  ||七 界J晨高水 rllグ )産 tl人不1医療提f共が安定的に確|キtされ (い る。

● 産婦人科医療改革グラン ドデザイン 201():11′ r
>  本グランドデ・/1ご インは、111な る1子 来υ)産九l人 fl医療体制υ)J予測ではなく、よりLllJま し
い産婦人科レこ療体制を実現するためグ)現時点における行動指針として検諄ヽ|された {,
グメごル)る。
> 産婦人科医師数 :年間最低 5()0名の新ljl産姑}人科専攻医を確保する。
●  IL会グ)理解と協ノ」を要識するとともに、行政 (卜1、 地方|'1治体)、 学会、レ:学部
産婦人rl、 イ〃「修指定1)`院が中心となつて新規専攻医増加lυ

'た
めの協力体制をllYl築

・〕
~る
。

● 産攻il ttrlレこの質σ)向 11のため、lr婦人1l lll門 レ1育成制1生の改革を構実に進めてい
く。

レ 1カ産劇i数 :JJJttl・lli養成数を年間 2000名 以上までltrl員する。
O EIJ産師養成システムの 1与検:ilを行う。
● 助17i師がすべての分娩施設で分娩1/2ケアにル,た ろ体制を整備するため、特に診療



所への助産師の配置に対して incent持 eを付与する。
> 勤務環境 :

0 分娩取扱病院 :勤務医数を年間分娩 500件あたり6-8名 とする。
● 月‖l在院時F]2,10時間未満を当由iの 日標とする。
● 勤務レ:t/2勤務条件緩和、処遇改善策を推i生する。
●  特に女111医師υ)胤な続的就労率げ)'憎力||を 1来|る。

● 産科診療所 :

● 複数医師勤務、助産間i雇用増等により、診療所医師の負11を軽減するとと
1)|こ 診療の質の確保と向 れを隊|る。

● 勤務環境の改善と診療σ
'質

の向 Lのために、診療

"↓

模の拡大を意向してい

く

″ 地域周産期医療体制 :

0 地llllcの周産期医療体制整備を推進し安全性を確保する.
● 分娩管理の効率化と多様性を確保するため分娩数全体の 2分の 1から3分の 2
を産科診療所または産科専門施設

*で
担当する。

● 地域分娩環境を確保するため、産科診療所¢)新規開業、継承、 1「業拡大、11業
継統への積極的 incOntivo付 与を行 う。

0
の導入を検 :i・lする。
●  ′竹ff専ドリ方t設″:ttリ スク 千々場(う)娩ヤ}ダ盤を`lr心 と夕る医療施設.ク Frr花 1グ )多
様′tニーズに効率的に対応する。複数の医削iが勤務し、緊急帝 Tttllllが 実

方L Ifl七 であることが望ましい。
●  lrtittυ ),診療 ,りiの III生υ)割 r)|■者|'道 ,イT鴫 tによt`,て ll轟 力`あり2(,(%)か ら 7t3(/)(`ヽ

ll・では 18%)と な4'ている (2{X)8イ 11人 口動態調査)。
●  ナ也力支ごとに、そ /1地力支r79′メき情に1劇 Jし′たレ:療施設υ)西d世等を検討し、現実詢勺でかつ
安全な分娩llt扱が可能な地llt周産!切 |り:療体祐1を構築するぃ

0 ‖tr,れたレt療資満1を最大‖tに 7`1り ||す るため、1笏機能及び 〔々産婦・患者のィくラン
スプ)と れた,t約 fヒ セ分散に Lり 、安全、安′とヽ、効率化1/911」‖ヤたJサとを ||1旨 していく。

● 麻酔fl、 新生児fl、 救急1判係iれ i今療部|‖〕を擁する周産期センターを中心とした周
産期レ:療 レステノ、を各地lllkに整備する。

●  方L設 |ブ,i菫 |`ちを強化・
'‐

る。

● 地域における一次施設から二次施設■でJ)施設間違 |りちを強化し、Pl産 1切 |ケニ療にお
ける安 lJllの向 11を図る

0 診療カイ ドラインυ
'作
成やそυ)|十及等により周産り切|り1療υ,標準化を打た進し、川産

り切レ1療 1/1質の向 11に寄′,する.

″ 上記施策を 5イ lil制継続し、成果を確 i慾 した上で、計‖lυ )||「評lllliを行う。

I]:今後の方向性

1.安心して地域で出産できる環境の整備が喫緊の課題であるところから、地域分娩環境の

確保のための諸施策と妊産九iへの経済的支援の強化を迅速に推進すること。

2.民 |‖1産科専「1施設はわが国の地域分娩環境確保の根幹をなす ()のであるので、経営環境
の安定化に特段の配慮を行うこと。制度変更を検ふ|する際には、零細施設が対応 |∫能な      ・

1)の となるよう特に留意すること。

3.地域分娩環境を確保するために、分娩取扱診療所、助産所の経営環境を 1ヽ急に改善する

こと。

4.出産育りこ一時金については被保険者の主体性を尊重し、被保険者が受領方法及び受領先

を決定することとし、1手前申請→出産後
'1期
支給の佑1度を確立するとと()に大幅増額を

実現すること。



平成 22年 3月 31日
厚生労働大 [|:

長 妻  昭 殿

相1団法人 日本産科婦人科学会

理事振: ず「本1‐  泰りIt

社団法人 日本産婦人科 |だ会

会 長 寺尾 俊彦

出産台児一時金の医療機 1月への直接支払い制1■終了後の抜本的改革に関する要望 J「

出産育児一時金のレモリな機 1月への直接支払い制 1■は、緊急少子化対策の一環 として平成 21

イ|■ 0月 から平成 23年 3り 1ま での時限措置として導人 されましたが、分娩施設への支オブ、い

iせ延をはじめとする||ll題 が

`さ

生 しています。それを受けて厚生労働省は平成 22年 3月 12

日に 「制度のlfヽ ini的な実施は14成 23年 3り ]ま で行わないこと」「出産育児一時金 |1可度につ

いて議論する場をli紫け、 1〆 [接支″、制度のりι状 。「泉題や、平成 23年度以降の |卜1度の在 り方に

ついて本

`ミ

「、|すること」を |り |らかにしていよす。

このような |りt況に鑑み、私ど1,わが 1可の産婦人千1・医療の、りllり団体であります 日本産科婦

人科学会なら,びに |1本産婦人科 |'1会 として、本 |卜J度のあり方について検 i:、1を 行った結果、

以 |ヽ

｀
の `に うな要マ4'1「 rrlを tと めました。何卒ご検 liヽ 1の IIどお願い中し llげ 長す。

l要」子ケ|「Jll:                    ・

1.「 ||1産育り1-時金の |ク1療機 1周へのlr[接 支夕、い 1押 |り芝」はス14成 23ゴ li 3月 を 1)っ て終了し、
こオII、1代オ,ろ力:たな|卜1度 を創設¬|~る こと。

2 平成 2:イ 114り」以降の新たな制度υ)検 li寸は、日1産に|lt接要する費用やは1産 lil後 の健診費
用等の ||1産に要すべき費,11の経済的

`t押

1の 11准減を |ズ |る ために支給されるという|IJ産育

児一時金の本

'(の

,睡旨に沿つてイ∫うこと。特に下記の点が 初はさメしること

(1)出 産育児一時金の請求と支給は、保険者・被保険者 |‖ lでの先結を原則とすること。
(2)出 産育児一時金はお産をした人が事前中請を行えば、JI産 Ji実の通知1の |「[後に受領
できる|:J度 と ドヽること。

(3)振 込指定制度を7岳ノ||す ることなどに より、被保険者が希望する場合は、出産育児一
||キ金の全部あるいは一部を分娩施設等への支払に充てることができることとするこ

レ

(4):|「由行中I:liお よび 1出産 1丁実の通知1に係る手続きは 1可能な限 り簡略化すること。

(5)無 保険考等受給資格のない人への市1度上の |1配 りがなされること。
3.子育て支援のため、 1`4成 23年度以降、出産育児一時金支給額をさらによ|1額すること。




